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はじめに
６月17日，懸案の臓器移植法が衆参両院を通過，いよいよわが国において
もこの10月から脳死体からの臓器移植が本格化することになった。しかし，
わが国の臓器移植法は，３年という長い審議期間を経過しているにも関わら
ず，多くの識者によって指摘されているように，さまざまな問題を含んでい
るようである。たとえば人の死の判定に関する問題，脳死体からの臓器移植
を行う場合の，臓器提供者の死の判定時期の問題，臓器提供者の臓器提供意
思の確認手続きの問題，脳死体から臓器以外の組織，細胞を摘出採取する場
合の問題等々である。
今回のわが国の臓器移植法制定の国会論議をふるかぎり，只，脳死体から
の臓器移植論議の糸が先行し，脳死体からの臓器の摘出要件をやみくもに厳
格にすることによって法案の国会通過だけを考えていたとしか思われないふ
しがあり，また一方，マスコミの報道もただ，’情緒的に脳死の問題を取り上
げるだけで，脳死者の自己決定権の問題，脳死者の臓器提供意思の確認がで
きない場合の脳死者の臓器提供意思の推定の問題，さらに脳死者の意思の確
認ができない場合の脳死者と家族との関わり合いの問題，さらにまた脳死を
人の死とした場合の医療経済の問題などについては必ずしも十分な報道が行
われていなかった。特に今や脳死を含めた臓器移植が世界的に一般化してい
る現在，もっと世界的視野において今後の臓器移植の現状と将来を報道して
ほしかったと思う。おそらくマスコミ報道が世界の脳死者を含めた人の死体
からの臓器移植の状況をより正確にそしてより詳細に報道していたらあるい
は日本の脳死論議もそしてまた臓器移植論議も別の方向に向かっていたかも
しれない。
しかし，幸いなことに，臓器移植法制定の際の付帯条項によれば臓器移植
法が施行されてから３年後には，改めて臓器移植法の見直しが行われるとい
うことである。その際，どのような形でわが国の臓器移植法の見直しが行わ
れるかは不明であるが，そのときの臓器移植法改正論議の参考資料ともなれ
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１０３
ぱと思って，以下，簡単にスウェーデンの臓器移植法について紹介してふた
いと思う。
第１章スウェーデソ臓器移植法の歴史
スウェーデンにおいて，はじめて臓器移植に関する法律が制定されたのは，
1958年の「死亡した人から摘出採取された細胞組織の利用に関する法律」
(Lag（1958：104）omtillvaratagandeavviivnaderochannatbilologiskt
materialfrdnavlidneperson）と呼ばれる法律である。この法律は，その
表題からもわかるように，移植を目的として人の遺体から，細胞組織を摘出
採取することを目的として制定されたもので，必ずしも臓器の摘出採取を目
的としたものでなかった。当時はまだ生体，死体からの臓器移植ということ
は考えられていなかったからである。
しかし，1960年代後半に入って，急速な臓器移植医療の進歩，発展によっ
て生体，死体からの臓器移植も可能となった（世界で最初に臓器移植に成功
した事例は1958年アメリカのデンバーで行われた腎臓移植であるといわれて
いる。但し。それは一卵性双生児を対象とした臓器移植（isologtransplan‐
tation）で，他人間の臓器移植（allotransplantation）に最初に成功したの
は1962年）ことから，スウェーデン政府は人の生体および死体からの臓器移
植法の制定に踏承切った。それが1975年の「臓器移植法」（Trans‐
plantationslag（1975：190)）である。しかし，その時点ではまだ，脳死体か
らの臓器移植は認められていなかった。昔，ウプサラ大学留学中に，ウプサ
ラ大学医学部の救命救急センターでは，交通事故の患者が運び込まれるとメ
スを片手に患者が息を引き取るのを今や遅しと待ち構えているという話を聞
いたことがあるが，ざもありなんと思ったことがある。未だ脳死法の制定さ
れていない時代の話である。
しかし，その後，心臓移植の可能性が認められるにしたがって，移植医療
の領域において，心臓移植の効率を高めるために，脳死をもって人の死とす
る考え方が増大するに至った。（因承に心臓の場合，有効保存期間は４時間，
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膵臓の場合には，６時間から８時間，肝臓の場合には，８時間から12時間，
腎臓の場合には，２４時間から36時間とされている)。そこでスウェーデン政
府は，1980年初頭，脳死特別調査委員会を設置し，脳死を人の死と認めるべ
きか否かという諮問を行った。同委員会は1984年，「死の概念」（SOUl984：
７９DOdsbegreppet）と題する答申を発表，脳死をもって人の死とすること
を提案した。
右答申を土台として，さらにまた多くのレミッス意見を参考にして，政府
は，1987年，「人の死の基準に関する法律」（Lag（1987:269）omkriterier
f6rbestiimmandeavmtinniskansdOd）（以下，脳死法と称する）案を作成，
臓器移植法の一部改正法案と共に国会に上程，これが制定を見るに至った。
かくして，ここに1987年，スウェーデンにおいて脳死体からの臓器その他の
生物質の摘出採取の可能性が実現されるに至った。尚，その後，脳死法は
1995年の臓器移植法改正に際し，－部改正が行われていることを付言してお
きたい。
1986年，スウェーデン政府は，ヨーロッパ理事会総会（EuroparAdetpar‐
lamentariskafOrsamling）において採択された加盟諸国に対するエンブリ
オンおよび胎児の診療，研究，薬品製造および人の臓器その他の生物質の取
り引き規制に関する勧告に基づいて臓器移植特別調査委員会を設置，臓器移
植法の全面的見直しと，その改正草案の作成を委嘱した。
1989年，２年間の審議を経た後，同調査委員会は「臓器移植一倫理，医
学，および法律的側面」（ＳＯＵｌ９８９：９８Transplantation-etiskamedisin‐
ｓｋａｏｃｈｒﾖttsligaaspekt）と題する答申と，臓器移植法の改正案を政府に
提出した。そこで政府は，右，調査委員会から提出された答申と同調査委員
会提案に寄せられた各レミツス機関からの参考意見，さらにまた1991年，同
調査委員会から提出された「中絶胎児からの細胞の摘出採取」と題する報告
書（SOU1991：４２Aborteradefostermm.）等を参考にして，臓器移植法
および解剖法に関する政府原案を作成，1995年３月16日，「臓器移植および
解剖に関する政府法案」（Regeringspropositionl994/95：l48Trans‐
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１０５
plantationerochobdukationermm.）として国会に上程した。同法案は，
同年10月，大きな修正もなく，政府原案通り，国会を通過，1996年７月１日
から施行されるに至った。尚，臓器移植法案は，政府原案では，1996年１月
１日から施行される予定になっていたが，国会審議の過程において法律の周
知徹底を期するということから，その施行が７月１日に変更延期されるに至
った。
第２章現行スウェーデソ臓器移植法の構成
現行スウェーデン臓器移植法は全条17ケ条，次の７章節から構成されてい
る。
１総則
２死体からの臓器その他の生物質の摘出採取
３生体からの臓器その他の生物質の摘出採取
４中絶胎児からの組織の摘出採取
５臓器その他の生物質を摘出採取する場合の決定手続き
６臓器移植法違反者に対する罰則
７異議の申し立て
冒頭章「総則」においては，臓器移植法の適用範囲と臓器取り引きの禁止
規定が，次いで「死体からの臓器その他の生物質の摘出採取」の章において
は，死体から臓器その他生物質を摘出採取する場合の要件を規定し，第３章
においては「生体からの臓器その他の生物質の摘出採取」と題して，生体か
らの臓器その他の生物質を摘出採取する場合の要件をおよび未成年者または
知的障害者の生体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の要件手続き
規定を設ける。第４章においては，「中絶胎児からの組織の採取」と題して，
中絶胎児から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の要件およびその手続
きを定める。その後で，死体，生体または中絶胎児から臓器その他の生物質
を摘出採取する場合の決定手続き（第５章)，臓器移植法の規定に反して臓
器移植を行った者の処罰（第６章)，そして最後の章に臓器移植について行
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つた社会庁の決定に対する異議の申し立て規定力;設けられている。
第３章現行スウェーデソ臓器移植法の適用範囲
現行スウェーデン臓器移植法は臓器移植の場合糸ならず，教育，研究，そ
の他の医療目的のため人の生体，遺体および中絶胎児からの臓器その他の生
物質の摘出採取を行う場合に適用される（第１条)。尚，ここに医療目的と
は治療を目的とした薬品製造を意味している。
１日臓器移植法の規定は，他人の病気，怪我を治療するため，人の生体，遺
体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合において適用されていたが，
新しい臓器移植法では，さらにその適用範囲が拡大され，病気，怪我の治療
以外の目的で人の生体，遺体，中絶胎児から臓器その他の生物質を摘出採取
する場合においても臓器移植法の規定が適用されることになった。特に注意
すべきことは中絶胎児からの臓器，細胞組織を摘出採取する場合にも臓器移
植法の規定が適用されるようになったことである。
また旧臓器移植法の規定では，輸血のための血液採取，皮膚移植といった
簡単な細胞，組織の摘出採取については臓器移植法の適用はなかったが，新
しい臓器移植法の場合，輸血のための血液採取，皮膚移植の場合においても
臓器移植法の規定が適用されることになった。輸血のための血液採取，また
は皮膚移植のための皮膚細胞を摘出する場合であっても，それが人体に対す
る侵害であることには変りがないからである。といっても，只，その場合，
被採取者からの同意を要するいった程度のものであるが。スウェーデン統治
法の基本的人権規定の基づくものである。また本人の承諾なしに，血液，毛
髪，母乳，歯を摘出採取した場合，臓器移植法の規定ではなく刑法に規定さ
れている傷害罪の規定が適用されることになっている。
新しい臓器移植法は生殖細胞（精子，卵子）または生殖細胞を生産する器
官（卵巣，睾丸）の摘出採取には適用されない（臓器移植法第２条)。生殖
細胞およびその生産器官の摘出採取については，人工授精法，体外受精法に
特別の規定が設けられているからである。尚，スウェーデン人工授精法につ
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１０７
いては，拙稿「スウェーデンの人工授精法と改正親子法」（ジュリスト第835
号参照されたい)。また臓器移植法は自家移植（autotlogtranplantationま
たはallotransplantationとも呼ばれている）には適用されない。したがっ
て臓器移植法の適用される臓器移植は，いわゆる異種移植（allogentrans‐
plantationまたはallotransplantation）もしくは同型移植の場合だけであ
る。
また最近，動物臓器の人体の移植実験が盛んにおこなれるようになってき
ているが，臓器移植法の規定は動物臓器の人体への移植には適用されない。
但し，その場合，－部動物愛護団体から，動物から人体への不要な臓器移植
実験に対して，動物愛護の観点から，動物愛護法の規定を適用すべきである
という提案がなされている。またごく最近のことであるが，スウェーデンの
国会において動物臓器の人体に対する移植を法的に規制すべきであるとする
提案が行われ，そのための政府諮問機関が設置されるに至った。動物臓器の
人体への移植によって動物臓器に含まれている病原菌の人体に対する影響が
問題視されてきたためである。
更にまた父性確定のための血液鑑定についても臓器移植法の規定は適用さ
れない。父性鑑定のための血液採取は，移植，研究，医療目的のカテゴリー
に入らないからである。尚，検視，学術研究のための死体解剖については，
｢死体の解剖法に関する法律」（Lag(1995:8321)omobdukationgmm.）と
呼ばれる特別法が存在している。
第４章死体からの臓器その他の生物質の摘出採取
第１節総説
ここに死体からの臓器その他の生物質の摘出採取とは，移植，その他の医
療目的をもって，脳死体を含めた人の死体から臓器その他の生物質を摘出採
取する場合のことをいう。スウェーデンにおいて臓器移植，その他の医療目
的をもって脳死体からの臓器その他の生物質の摘出採取ができるようになっ
たのは，1987年の「人の死の判定に関する法律」（[Lag（1987:269）ｏｍ
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kriterierf6rbestiimmandeavmnniskansdOd］以下，脳死法と称する）
施行以後のことである。それまでは，人の死体からの臓器その他の生物質の
摘出採取とは，専ら心臓死した人の死体からの臓器その他の生物質を摘出採
取することを意味していた。当時はまだ脳死法が存在していなかったからで
ある。しかし，移植技術の進歩，発達，特に免疫製剤，シクロポリンの開発
によって生体からの臓器移植が容易に行われるようになったことと同時に脳
死判定技術の進歩によって脳死の判定がより正確に行われるようになったこ
とから，政府は，1987年，脳死法の制定に踏永切った。心臓死をもって人の
死としている限り，脳死体からの臓器移植が不可能であったからである。か
くしてスウェーデンにおいて，はじめて脳死をもって法律的に人の死とする
基準が確立されるに至った。（註）（ＳＯＵｌ９８４：７９）D6dsbegreppet．（Prop．
(1986/87/79）medfOrslagtilllagomd6densintrtide，ｍ、.)，Socialuts‐
kottetsbetﾖnkande（SOU1986/87:25）omhjarnrelateradedOdskriteriｅｒ
ｍｍ.）参照
ところで，スウェーデン脳死法の規定によれば，法律的に人の死とは，脳
の機能が完全に停止し，蘇生不能の状態に陥った場合のことをいう（脳死法
第１条)。したがって，スウェーデンでは失院宣告の場合を除いて，脳死と
判定されたとぎ，人は死亡したものと糸なされる。
脳死法第２条の規定によれば，呼吸と血液の循環が停止し，且つその停止
状態が，脳機能が完全に停止し，且つ蘇生不能の状態を確実に確認できる期
間，継続している場合，人は死亡したとみなされ（脳死法律第２条第２項)，
患者の生命が生命維持装置によって維持されている場合，脳死と判定された
時点において死亡したものとゑなされることになっている（脳死法第２条第
３項)。しかし，いずれの場合においても，脳死をもって人の死の判定基準
としていることには変わりがない。尚，脳死の判定は経験と学問的知識に基
づいて，医師によって行われることになっている。
スウェーデン脳死法制定審議会の報告書「死の概念」（ＳＯＵｌ９８４：７９
DOdsbegreppet）は，脳死をもって人の死とすることについて，脳死のほか
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１０９
に心臓死を認め，延命措置を講じた場合，いたずらに一般人に対して，脳死
判定に疑問を抱かせることなりかねない。また脳死と判定された後の延命措
置は，脳死と判定された者にとって何ら益のないことで，只，それは患者の
親族に対して一時的な気休めを与えるにすぎない。したがって，脳死と判定
された後の延命措置は，特別の理由ある場合においての承認められべきであ
る，という。
スウェーデンにおける脳死法は，いうまでもなく，脳死体からの臓器その
他の生物質の摘出採取を容易にすることを目的として制定されたものである
が，しかし，それの承が脳死法制定の理由ではなかった。脳死法を制定する
ことによって，学術解剖等の場合，心臓死患者の解剖と異なった学問的知識
を習得できるという学問的メリットと同時にまた延命措置に要する医療費の
節約という経済的効果が考えられていたからである。
脳死法の制定によって，確かに，脳死体からの臓器その他の生物質を摘出
採取することができるようになった。しかし，それだけでは移植臓器の不足
を解決することはできなかった。そのためには更に，臓器移植法の改正が必
要であった。1795年臓器移植法の場合，死体から臓器その他の生物質を摘出
採取する場合，まず第一に死者からの臓器提供の意思が確認できることが必
要とされ，死者の臓器提供の意思が確認できない場合，死者の家族の同意を
得なければならないことになっていたからである。したがって脳死体を含め
て，人の遺体から臓器の提出採取を行おうとする場合，まず最初に死者の臓
器提供意思の有無を確認し，死者の臓器提供の意思が確認できない場合，死
者に家族がいるか否かを確認し，死者の臓器提供の意思を確認すると同時に
家族に対して，脳死体を含めて死体から臓器その他の生物質の摘出採取につ
いて同意を求めなければならなかった。もちろん，死者の家族から同意を得
ることができなかった場合，死体からの臓器その他の生物質の摘出採取を行
うことができなかったが，死者に複数の遺族がいる場合で，且つその内の－
人が遺体からの臓器の摘出採取に反対の意思表示を行った場合でも，臓器の
摘出採取を行うことができなかった。また，死者に家族がいなかった場合に
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屯死者の遺体からの臓器その他の生物質の摘出採取は糸とめられなかった。
そのようなことから，折角，脳死法が制定されても，脳死法が制定されただ
けでは移植臓器の供給不足をカバーすることはできなかった。そのためには，
潜在的臓器提供者の開拓と同時に，臓器提供意思不明の場合の脳死体を含め
た人の死体からの臓器その他の生物質の摘出採取を可能とする臓器移植法が
必要であった。
そこで政府は，1987年，高等裁判所判事，エールランド・アスペリン
(hovr嵐ttslagmanErlandAspelin）を委員長とする臓器移植調査委員会
(transplantationsutredningen）を設置し，1975年臓器移植法の見直し，特
に脳死体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の家族の同意に関する
規定の再検討を命じた。
臓器移植調査委員会は，1989年，「臓器移植一倫理学，医学および法律
学的側面」（ＳＯＵ１９８９：９８Transplantation-etiska,medicinskaochriitt‐
ligaaspekter）と題する報告書を発表，その中で，委員会は，「死者が生前，
書面または口頭のいずれからの方法をもって臓器提供の意思表示を行ってい
る場合，もしくは何らかの方法で，臓器移植のため，死者の死体から臓器そ
の他の生物質の摘出採取を行うことが死者本人の意思に適うことであるとい
うことが推定できる相当の理由がある場合，死者本人の意思だけで，死体の
遺体から臓器その他の生物質の摘出採取ができるとし，死者の臓器提供意思
が不明の場合で，且つ，死者の家族または特別の関係者がいる場合には，特
に，家族，特別の関係者から反対の意思表示がないとき，脳死体を含めた死
者の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取ができるようにすべきであると
し，死者の臓器提供の意思が不明で，且つ家族がいない場合，死体からの臓
器その他の生物質の摘出採取ができないように臓器移植法の規定を改正すべ
きである｡」とする提案を行った。
しかし，政府は，右，委員会提案に対して，過去に行われた臓器移植に関
（１）
するアンケート調査から，「特に死者ｶﾐ書面または口頭によって，臓器その
他の生物質の摘出採取に対して反対の意思表示を行っていない場合，ししく
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Iま死者の日常の言動から臓器その他の生物質を摘出採取することが死者の意
思と合致していないとみなされる相当の理由がある場合を除いて，死者の遺
体から臓器その他の生物質の摘出採取を行うことができる｡」とすると共に，
更に政府案では，死者の臓器提供の意思が確認できない場合で，且つ死者と
特別の関係をもっている者がいる場合，その者に対して，死者の遺体から摘
出採取された臓器その他の生物質を臓器移植，その他の医療目的に利用され
る予定のあることおよび死者の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取する
ことに反対の場合，一定の期間内に反対の意思表示を行うことのできる旨を
通知し，所定の期間内に返答をなかった場合，通知の受領者に特に反対の意
思がないものとして，移植手術を行う者の判断で脳死体を含めた死者の遺体
から臓器その他の生物質の摘出採取ができるように規定の改正を行った。
ここで注意しなければならないことは，委員会案では，脳死体を含めて死
者の遺体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の，摘出採取を通知す
る者が，「死者の配偶者，子，親または死者と特別の関係をもっていた者が
そのことに反対しない場合」（omintedenavlidnesefterlevandemake，
barn,f6riilderellerannansomstdttenavlidnesarskiltnHramotsiittersig
det.）となっていたが，政府案では，死者の臓器提供の意思が確認できない
場合，第３条第２項の規定によって死者の遺体から臓器その他の生物質を摘
出採取することができる場合であっても，死者の身近にいる者がそのことに
反対の意思表示を行った場合，臓器その他の生物質の摘出採取を行ってはな
らないとした上で，「死者に身近な者がいる場合，その内の誰か－人に，死
者の遺体から摘出採取された臓器その他の生物質が臓器移植その他の医療目
的に使用される予定のあることと同時に死体からの臓器その他の生物質の摘
出採取に反対できることを通知する前に，死体から，臓器その他の生物質の
摘出採取を行ってはならない｡」（Omdetfimspersonersomstdttden
avlidnenﾖrafdringreppintef6retasinnannagonavdessaharunder‐
rHttasomdettilltiinktaingrepｐｅｔｏｃｈｏｍｒ豆ttenattfOrbjudadet.）とし
て，通知すべき者が，只単に死者の身近にいる者（personersomstAttden
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avlidnen2ira）とされていることである。
委員会案では，旧臓器移植法に規定されている近親者という用語があいま
いであるとして，死者の配偶者，子，親そのた死者の身近にいる者と改正さ
れたのであるが，更に政府案で只単に，死者の身近にいる者と変更されるに
至ったのは，死者の近親者必ずしも常に死者の生活を共にしているわけでは
ないという理由に基づくのである。
尚，旧臓器移植法の規定では，死者の近親者の同意をもって，人の遺体か
らの臓器その他の生物質を摘出採取する場合の要件としていたが，委員会案
でもまた政府案でも，脳死体を含めた人の遺体から臓器その他の生物質の摘
出採取を行う場合，近親者また死者と特別の関係にある者であっても，死者
の遺体から臓器その他の摘出採取に同意を与える法的根拠がないということ
と同時にまた死者の家族に臓器摘出の決定権を与えることによって，家族に
無用の精神的負担を負わせることになるということから，死者の近親者に対
して，只単に，死者の遺体からの臓器摘出に対して拒否権を与えるだけに止
めることにした。尚，死者の身近にいる者に対して，脳死体を含めて死体か
らの臓器その他の生物質の摘出採取についての通知を行う場合，その返答を
行うまでに相当の猶予期間をおかなければならない。
ところでここに，相当の猶予期間とは，脳死の判定があってから遅くも２
４時間以内とされている。脳死法の改正によって，脳死の判定が行われてか
ら，死者から臓器の提供が行われる場合，もしくは脳死の判定を受けた者が
妊娠中の場合で，その胎児の生命を救う必要性がある場合に限って，脳死の
判定が行われてから24時間以内に限って，延命措置を講ずることができるよ
うになっているからである。ということは，脳死の判定が行われた場合，そ
の時点で延命措置が打ち切られることになっているからである（脳死法第２
ａ条)。
所定の時間以内に死者の身近にいる者から，死者の遺体から臓器摘出の反
対の意思表示が行われなければ，その時点で，死体からの臓器その他の生物
質の摘出採取が行われることになる。死者は自分の死後，臓器その他の生物
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質の摘出採取に肯定的な考え方をもっていたと推定されるからである。
第２節未成年者もしくは知的障害者の遺体からの臓器その他の生物質の
摘出採取
死者の遺体から移植を目的として臓器の摘出採取を行う場合，原則として，
本人の生前同意が必要である。死者本人から臓器提供について，生前同意が
ある場合，死者の遺族からの反対があっても死者の意思が優先的に適用され，
臓器を摘出採取することが可能である。しかし，それはあくまでも死者本人
からの同意があったということを前提にして行われることであって，もし死
者が法律的に有効な意思表示を行うことができない場合，果たして，死者の
意思の推定が認められるかという問題がある。未成年者もしくは知的障害者
の場合である。少なくとも，意思の推定は，死者が意思能力をもっていると
いうことを前提にしてのみ可能である。しかし，プロポジションによれば，
｢未成年者もしくは知的障害者の場合，本人の意思に反して臓器の摘出採取
が行われていないということが重要であって，必ずしも常に，特に死者本人
が臓器の摘出採取に反対の意思をもっていたということを確認する必要はな
い。もし未成年者または知的障害者の臓器提供の意思が不明の場合，通常の
場合と同様，死者と身近な関係にある者に対して，死体からの臓器摘出の可
能性のあることと同時に臓器の摘出採取に対して拒否権を行使することがで
きる旨を通知するだけで足り，特別に臓器の提供者が未成年者であるからと
いって，また知的障害者であるからといって，特別に区別する必要もないし，
またしたがって未成年者または知的障害者のために特別の規定を設ける必要
もない｡」ということである。
(1)①マルメー調査（回答率82パーセント）とは，1986年から87年にかけて，１７
歳から75歳までのマルメー市居住者1,000人を対象として，ホーカン・エイーベル
助教授（docentHakanGabel）とシャステーン・リンドスクーグ博士（fiLdr、
KerstinLindskoug）行われたアンケート形式による意識調査のことを，ウプサ
ラ調査（回答率79パーセント）とは，１８歳から75歳までのウプサラ居住者400人
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を対象として，1988年，マルガレタ・サンネル（tegpsykologMargaretaSan
ner）によって行われたアンケート方式による意識調査のことを，そしてまた全
国調査（回答率75パーセント）とは，1988年，中央統計局によってスウェーデン
全国から無差別サンプリング方式によって選択した17歳から75歳までのスウェー
デン人400人を対象にして行われたアンケート方式による意識調査のことである
が，マルメー調査では，被調査対象者の65パーセントが，ウプサラ調査では被調
査対象者の66パーセントが，そして全国調査では，被調査対象者の68パーセント
の者が脳死体からの臓器移植に対して肯定的な回答を寄せているということであ
る。ノーと答えた者は，マルメー調査の場合，１６パーセント，ウプサラ調査では
９パーセント，全国調査では11パーセントなっている。尚，マルメー調査につい
ては，Lakartidningenl987；８４：１０６５－９，ウプサラ調査については，SOU
1989:９９，全国調査についてはLakartidningenl989；86：3681-91参照
因糸に脳死法施行前後にスウェーデンにおいて脳死体からの臓器移植の是非に関
する三つのアンケートによる意識調査（①マルメー調査，②ウプサラ調査，③全
国調査）が行われているが，その調査のすべてにおいて脳死体からの臓器移植を
可とする回答が65パーセントを上回っているということである。（註１）尚，脳
死法施行後の1988年，脳死体からの心臓移植が31件，内，２７件がサルグレンスカ
病院，２件がカロリンスカ病院，後の２件がルンドラーサレット，肝臓移植が
101件，フージンゲ病院とサルグレンスカ病院で実施されているということであ
る。
第５章生体からの臓器その他の生物質の摘出採取
第１節総説
スウェーデンにおいて，人の生体からの臓器その他の生物質の摘出採取が
法的な規制を受けるようになったのは1975年の臓器移植法制定以降のことで
ある。もちろん，それ以前，既にスウェーデンにおいても人の生体からの臓
器その他の生物質の摘出採取は行われていたが，しかしそれは主として自家
移植の場合であって，他人間の臓器移植（allologtransplantationまたは
allotransplantationと呼ばれている）を目的としたものでなかった。抗体
反応の問題をクリアすることができなかったからである。しかし，1970年代
に入って，免疫製剤シクロスポリンの開発によって抗体反応の問題が解決さ
れたことで，一気に人の生体からの臓器移植が脚光を浴びるようになってき
た。移植手術の成功率が心臓死した人の死体から摘出採取された臓器を使用
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するよりも高かったからである。しかしまたそれと同時に，人の生体からの
臓器その他の細胞組織を利用するということで，生命倫理の観点からどこま
で人の生体からの臓器その他の生物質の摘出採取が可能かという倫理的，法
的問題が生じてきた。人の死体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合
と異なって，只単に，臓器提供者の同意だけで，その者の臓器その他の生物
質の摘出採取を認めるわけには行かないからである。摘出採取される臓器が
臓器を摘出採取される者の健康上の理由によって，臓器提供者の同意だけで
摘出採取することのできない場合もあればまた心身の未成熟その他知的障害
によって同意を行うことができない者もいるからである。
以上のような理由から政府は，移植を目的として人の生体から臓器その他
の生物質を摘出採取する場合，法律の規定をもってその要件を明確しておく
必要性に迫られるに至った。それが実現されたのが1975年の臓器移植法であ
る。しかし，1975年の臓器移植法は，もっぱら移植手術を目的として人の生
体または死体から臓器その他の生物質を摘出採することを目的としたもので，
学術研究，薬品製造開発を目的として人の生体から臓器その他の生物質を摘
出採取することまでは含まれていなかった。そこで政府は摘出採取された臓
器その他の生物質の利用範囲の拡大を図るために臓器移植法の改正を余儀な
くされるに至った。そして出来上がったのが1995年の新臓器移植法である。
第２節成年者から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の要件
①臓器提供者本人からの同意
臓器提供者が成人の場合，摘出採取される臓器その生物質の種類を間はず，
臓器提供者本人の同意が必要である（臓器移植法第６条)。旧臓器移植法
の場合と異なっている点である。旧臓器移植法の規定では，輸血のための採
血，皮膚移植等の簡単な移植手術については，必ずしも，常に本人の同意は
必要とされていなかった（１日臓器移植法第１条第２項)。しかし，新しい臓
器移植法の規定では，移植手術の大小に関わらず，常に本人の同意が必要条
件となっている。それが輸血のための採血であっても常に本人の同意が必要
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である。スウェーデン統治法に設けられている基本的人権に関する規定と整
合性を保つためである。しかし，本人の同意があればいかなる臓器でも摘出
採取することができるかというと必ずしもそうではない。摘出採取される臓
器の種類によっては，たとえ本人の同意があっても摘出採取できない場合が
ある。たとえば再生不能の臓器，または臓器その他の生物質の摘出採取によ
って臓器提供者本人の健康が著しく損なわれる等の場合である。したがって
その限りでは，生体から臓器その他の生物質の摘出採取を行う場合，死体か
らの臓器その他の生物質を摘出採取する場合と異なって，臓器提供者の自己
決定権はかなり制限されることになる。
人の生体から臓器その他の生物質を摘出採取するか否かはあくまで臓器を
摘出採取する医師の判断と責任において決定されることになる。したがって，
その限りにおいて，医師の決定権が臓器提供者の意思に優先することになる。
その結果，人の生体からの臓器その他の生物質の摘出採取が臓器提供者の意
思に基づいて行われている場合であっても，臓器その他の生物質の摘出採取
によって臓器提供者の健康が害される等の障害が生じた場合，医療ミスとし
て，当然，医師はその結果に対して責任を負わなければならない。臓器提供
者からの同意は必ずしも，常に医師の免責事由とはならない（臓器移植法第
10条)。尚生体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合の同意は医師
に対してこれを行うことになっている（臓器移植法第１０条中段)。もちろん
その同意は本人の自由な意思に基づいていることと同時に医師からの充分な
インフォームド・コンセントに基づいていることが必要である。
②同意の方法と同意の撤回
同意には口頭による同意，書面による同意，そしてまた積極的な同意，消
極的な同意があるが，臓器移植法に規定されている同意は，摘出採取される
臓器その他の生物質によって，同意の方法が異なっている。つまり，摘出採
取される臓器その他の生物質が再生不能臓器の場合，もしくは臓器の摘出採
取によって臓器提供者の健康に重大な影響を及ぼすおそれある場合には書面
による同意が必要とされているが，それほど危険でない輸血のための採血，
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皮膚移植手術ような場合の簡単な生物質の摘出採取の場合には口頭による同
意だけで足りるとされている。もちろん，本人からの同意は，本人からの自
由な意思に基づいていることと共に医師からの充分なインフォームド・コン
セントに基づいて行われていることが必要である（臓器移植法第10条)。
臓器提供者が臓器提供の意思表示を行っていても，その意思表示は，移植
手術の実施前であれば，いつでもその意思表示を撤回することができる。い
かなる場合においても履行の強制は認められない。撤回の方法については特
に制限はない。口頭でも書面いずれの方法によることも可能である。
第３節移植を目的として未成年者または知的障害者から臓器その他の生
物質を摘出採取する場合の要件
①臓器提供者と摘出臓器の提供を受ける者が血縁関係にあること
移植またはその他の医療目的をもって人の生体から臓器その他の生物質を
摘出採取する場合，臓器提供者の自由な意思と同時にまた臓器の摘出によっ
て臓器提供者に生ずる精神的，身体的負担を臓器提供者において充分に認識
していることが必要である。しかし，といって臓器の摘出採取が行われる場
合，臓器提供者のすべてが臓器移植について充分な理解をもっているとは限
らない場合がある。未成年者や知的障害者が臓器その他の生物質を摘出採取
する場合である。
スウェーデン臓器移植法の場合，未成年者および知的障害者からは，それ
が移植のためであっても，原則として，臓器その他の生物質を摘出採取する
ことを禁止し，例外的な場合においての承臓器の摘出採取を認めることにし
ている。例外的な場合とは，臓器の提供者と臓器の提供を受けるものが親子，
兄弟姉妹の関係にある場合，もしくは臓器移植に使用する臓器が，特定の未
成年者または知的障害者以外の者から提供される臓器以外の臓器をもって代
えることができない場合である。尚，ここに未成年者とは満18歳に満たざる
者のことを，そして知的障害者とは，知的障害によって臓器移植を行うこと
の意味内容を理解することのできない者のことをいう。旧臓器移植法の規定
1１８
では，未成年者または精神病，知的障害，その他それに類する精神的障害に
よって同意を与えることができない者（densompAgrundavpsykiskSjuk‐
dom,htimmadf6rstAndsutvecklingellerpsykiskabnormitetavannatslag
saknarf6rmdgaattlamnasamtyckeenligtfOrstastycket）となっていた
が，新しい臓器移植法では，ただ単に知的障害によって同意を行うことがで
きない者（enpersonsompAgrundavpsykiskstOrningsaknarf6rmAga
attliimnasamtycke）と変更されるに至った。
②本人または法定代理人の同意
未成年者または知的障害者から移植を目的として臓器その他の生物質の摘
出採取が行われる場合に，本人に意思能力がないとき，臓器提供者が未成年
（１）
者の場合lこは，未成年者の監護権者（barnavArdhavare）または特別代理人
(godman）が，臓器提供者が知的障害者の場合には，臓器提供者の特別代
（２）
理人（godman）または管理後見人（f6rvaltare）が本人lこ代わって同意を
行うことができる（臓器移植法第８条第１項)。但し，未成年者または知的
障害者本人が臓器の摘出採取を拒否した場合，本人の意思能力の有無に関係
なく，臓器の摘出採取を行うことを力:できない（臓器移植法第８条第１項)。
また，摘出採取された臓器その他の生物質の受け入れ側が未成年者の監護権
者もしくは特別代理人であった場合，利益相反行為となって特別代理人の選
任が必要となってくる。提出採取された臓器その他の生物質の受け入れ側が
知的障害者の特別代理人または管理後見人の場合であっても事情は同様であ
る。したがって，未成年者または知的障害者から臓器その他の生物質を摘出
採取する場合，未成年者または知的障害者から臓器その他の生物質を摘出採
取する医師は，臓器その他の生物質を摘出採取される者が，臓器の摘出採取
に対して充分な理解をもっているか否かを確認すると同時に臓器の提供者と
摘出採取された臓器の受入側の関係を充分に確認しておかなければならない。
③社会庁の許可
未成年者または知的障害者から臓器その他の生物質の摘出採取を行う場合，
常に，社会庁の許可を受けなければならない（第８条第２項)。尚，社会庁
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Iま未成年者または知的障害者の法定代理人から提出された臓器摘出採取に関
する許可申請を受理した場合，社会庁は，本人ならびに法定代理人の臓器の
摘出採取に関する同意の内容を審査しなければならない。法定代理人による
同意権の乱用をチェックするためである。尚，同意の審査に当たっては，知
的障害者の入院している病院の関係者または摘出臓器の提供をうける者の親
族はその審査に参加できないことになっている。
これまでスウェーデンにおいて移植目的で未成年者または知的障害者から
臓器その他の生物質の摘出採取が行われた場合は，そのほとんどが，兄弟姉
妹間の骨髄移植である。因承に，1987年臓器移植調査委員会の報告書によれ
ば，旧臓器移植法第４条第２項の規定によって1982年から1988年までに行わ
れた未成年者または知的障害者からの臓器その他の生物質の摘出採取の件数
は次のごとくである。
年度申請件数
1982年６件
1983年８件
1984年１０件
1985年９件（但し，内1件は知的障害者（40歳）で腎臓移植）
1986年１１件
1987年７件
1988年12件
合計６３件（但し内１件は知的障害者からの腎臓移植を目的とした
もの）
上記数字からもわかるように1982年から1988念の７年間に行われた臓器そ
の他の生物質の移植手術は全部で63件，そのうち未成年者からの臓器移植は
62件，知的障害者からの臓器移植が１件となっている。そしてその１件だけ
が腎臓移植となっている。尚，その１件は社会庁によって申請が却下されて
いる。
尚，社会庁は，未成年者または知的障害者からの臓器その他の生物質の摘
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出採取の許可申請があった場合，摘出採取される臓器が再生不能臓器の場合，
相当の理由（snnerligasktil）がない限り，その申請を許可することができ
ない（臓器移植法第８条第２項)。社会庁の許可に対して異議ある場合，地
方行政裁判所（allmiinf6rvaltningsdomstol）に対して異議の申し立てを行
うことができる（臓器移植法第17条第１項)。また地方行政裁判所の決定に
対して異議ある場合には，特別の許可を得た場合に限って，高等行政裁判所
(kammarratten）に対して異議の申し立てを行うことができる（臓器移植
法第17条第２項)。
第４節移植以外の目的をもって臓器その他の生物質を摘出採取する場合
の要件
移植以外の目的で臓器その他の人体組織の一部を摘出採取する場合，新し
い臓器移植法の規定では，生体から摘出採取される臓器その他の生物質が再
生不能臓器である場合，社会庁の許可を得なければならない。また再生不能
臓器の摘出によって臓器提供者の日常生活に重大な支障をきたす恐れがある
場合，また同様である。但し，臓器提供者が未成年者または知的障害者で，
その者が同意を行うことができない場合，臓器の摘出採取を行うことができ
ない。つまりその場合，法定代理人の同意をもってしても未成年者または知
的障害者から臓器その他の生物質の摘出採取を行うことができない（臓器移
植法第９条第２項)。
（１）わが国の親権者に相当する者のことをいう。
（２）わが国の後見人に相当する者のこと。尚，スウェーデンの管理後見人につい
ては，拙稿「スウェーデンの成年者後見制度について」須永醇編（被保護成年者
制度の研究所収）参照。
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第６章中絶胎児からの細胞組織の摘出採取
①母親からの同意
中絶胎児から移植，その他の医療目的をもって，細胞組織の摘出採取を行
う場合，事前に，胎児の母親から同意を得ておかなければならない（臓器移
植法第１１条第１項中段)。母親からの同意を得る場合，事前に母親に対して
充分な説明（インフォームド・コンセント）を行っていることが必要である
(第11条第１項後段)。
母親からの同意は胎児から細胞組織を摘出採取する医師に対して行われる
が，母親が医師に対して胎児からの細胞組織の摘出採取に対して同意を与え
る場合，同意と共に同意を与える医師に対して，胎児から摘出採取された細
胞組織の利用目的を指定することができる。但し，母親は摘出採取された細
胞組織の利用方法までは制限することができない。したがって中絶胎児から
細胞組織を摘出採取した医師は，摘出採取された中絶胎児の細胞組織の利用
目的が母親から指定されている場合であっても，自己の判断にしたがって摘
出採取された細胞組織を利用することができる。母親によって指定された摘
出細胞組織の利用目的が医師によって受け入れられない場合，母親は中絶胎
児からの細胞組織の摘出採取を拒否することができる。
中絶胎児からの細胞組織の摘出採取を行う場合，母親が婚姻中の場合であ
っても，母親の夫，つまり胎児の父親からの同意は不要である。妊娠中絶を
行う場合，特に夫の同意を必要としていないということよる。女性の自主決
定権の独立の原則に基づくものである。また，臓器移植法の規定には，中絶
胎児の母親が未成年者または知的傷害者の場合，特に本人からの同意の要否
を定めた規定はないが，調査委員会答申では，本人が意思能力をもっている
（２）
ｶｺぎり，本人の意思を優先させるべきあるとしている。必ずしも法定代理人
の同意を要しない。中絶胎児からの細胞組織の摘出採取の最終的決定権が社
会庁に委ねられていると同時に，法定代理人に同意権を与えた場合に生ずる，
法定代理人による同意権の乱用を憂慮したためである。
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中絶胎児からの細胞組織の摘出に際して，母親からの同意を必要とすべき
であるとする考え方は，既に，1988年，スウェーデン医師倫理委員会
(SvenskaLiikaresallskapetsdelegationf6rmedicinsketik）によって作成
（３）
された中絶胎児からの細胞組織の摘出の際の倫理綱領の中lこ規定されている
ところであるが，中絶胎児から摘出採取された細胞組織の利用価値が見直さ
れ，その利用領域が拡大されるに至ったことから，政府は，中絶胎児からの
細胞組織の摘出採取とその利用に関する法的規制の必要の有無を臓器移植調
査委員会に諮問するに至った。臓器移植調査委員会は，委員会答申「中絶胎
児」（SOU1991：４２Aborteradefostermm.）において，中絶胎児から摘出
採取に関する法的規制の必要性を認め，政府に対して，臓器移植法の中に中
絶胎児からの細胞組織の摘出採取に関する規定を設けることを提案するに至
（４）
った゜政府lま上記調査委員会の答申に基づいて，中絶胎児からの細胞組織の
摘出に関する規定を臓器移植法の中に導入するに至ったのであるが，生まれ
ざる子の権利保護の観点からも考慮すべき問題である。
②利用目的の制限
中絶胎児から細胞組織を摘出採取する場合，摘出採取された細胞組織が医
療目的（endastmedicinskaiindamAl）にのみ利用されることが必要である
(臓器移植法第11条前段)。ここに医療を目的としている場合とは，移植，医
学研究および医薬品の製造開発を目的としている場合のことをいう。最近の
研究報告によれば，中絶胎児の細胞組織は病理学（patologin)，遺伝学
(genetiken)，細胞遺伝学（cytogenetiken)，生化学（biokemin)，分子生
物学（molekyliirbilolgin）等，様々な医学分野の研究に利用されていると
いうことである。たとえば，中絶胎児の細胞組織はポリオ，麻疹の予防注射
の製造，開発に不可欠の原材料となっているし，また最近では癌細胞の遺伝
学的研究，糖尿病，パーキンソン氏病，中風その他様々な脳障害病患者の治
療薬の研究開発にも中絶胎児の細胞組織が用いられているというということ
である。また最近では中絶胎児から採取された細胞組織は化粧品の研究開発
にも用いられているという。しかし，新しい臓器移植法の制定によって化粧
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品等の商業ベースでの中絶胎児の細胞組織の摘出採取はかなり制限が加えら
れることになるものと思われる。
③社会庁の許可
中絶胎児から細胞組織を摘出採取しようとする場合，母親からの同意と共
にまた社会庁の許可を得なければならない（臓器移植法第11条第２項)。許
可申請は中絶胎児から摘出採取された細胞組織を治療または研究に利用する
医師から社会庁に対して行われる。もちろんその際，申請書には母親からの
同意書を添付しなければならない。なお，中絶胎児からの細胞組織の摘出採
取に関する社会庁の許可は，相当の事由（synneligaskiil）がない限りこれ
を行うことができないと定められている。政府原案では，特別の事由（s且r‐
skildasktil）となっていたが，国会審議の段階で相当の理由（synneliga
skiil）と変更され，社会庁による許可基準がより厳格に規定されるに至った。
(1)胎児から細胞組織の一部を摘出採取する場合，生体，死体から臓器その他の
生物質を摘出採取する場合と異なって，臓器その他の生物質の摘出採取とはいわ
ないで，細胞組織（vHvnad）の摘出採取という用語が用いられている。利用さ
れる臓器，その他の生物質の摘出採取の対象となる胎児が未だ胎芽時期にある場
合もあるからである。したがって，本稿でも死体，生体からの臓器その他の生物
質の摘出採取する場合と異なって，中絶胎児からの臓器その他の生物質を摘出採
取する場合，細胞組織という用語を用いることにする。尚，スウェーデン妊娠中
絶法の規定によれば，妊娠中絶が可能な次期は妊娠18週以内とされている｡）
（２）SOU1991：４２ｓ､７６.Propl994/95：148ｓ､４５．
（３）スウェーデン医師倫理委員会の中絶胎児から細胞組織を摘出採取する場合の
ガイドラインによると，
１．学術研究に利用される胎児からの細胞組織は死亡している胎児からのもので
あること
２．胎児からの細胞組織の摘出採取は臓器移植法の規定にしたがって行い，且つ
その場合，胎児の母親に対する説明と同意に基づいて行い，母親から反対の
意思表示があった場合，臓器その他の細胞組織の摘出採取を行わないこと
３．治療その他の目的をもって中絶胎児から摘出採取された細胞を利用するもの
は，妊娠中絶の方法，日時について一切介入しないこと
細胞の提供者と被提供者の双方に対して提供者の氏名，被提供者の氏名を秘
匿しておくこと
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４．中絶胎児から摘出採取される細胞組織は，臓器の場合を除いて，単独神経細
胞（isoleradenervceller）または中絶胎児から摘出された神経細胞組織の一
部（fragmentavnervvavnad）であること
５．関係医師の氏名を開示すること
６．中絶胎児から細胞組織を摘出採取する場合，倫理委員会の許可を受けること
が必要とされている。
（４）ＳＯＵ１９９１：４２ｓ７６
第７章死体，生体および中絶胎児から臓器その他の生
物質を摘出採取する場合の決定手続き
臓器その他の生物質の移植手術は政府の指定する医療機関において実施さ
れることになっているが，その場合，臓器その他の生物質の移植を実施する
か否かの決定は，移植手術について最終責任を負う医師またはその医師から
臓器移植を行うべきか否かの問題について最終決定を行う権限を付与された
医師によって行われる。但し，他人の死体，生体または中絶胎児から摘出採
取された臓器その他の生物質の移植を受ける患者の担当医，または移植以外
の医療目的に利用するために生体，死体，中絶胎児から臓器その他の生物質
を摘出採取しようとする医師は，死体，生体，中絶胎児からの臓器その他の
生物質の摘出採取について決定を行うことができない。更にまた妊娠中絶の
方法およびその時間を決定する医師は中絶胎児からの組織の摘出採取に関し
て決定を行ってはならないことになっている（臓器移植法第12条第１項)。
尚，この規定は1996年の医療保護法（halso-ochsjukvArdslagen（1982：
763)）の改正に際し変更されたもので，それまでは，医療保護法第13条に規
定されている病院の部長医師または部長医師からの委任を受けた者がその決
定を行うことになっていた。
また，未成年者もしくは知的障害者の生体から臓器その他の生物質を摘出
採取する場合，移植以外の医療目的をもって人の生体から臓器その他の生物
質を摘出採取する場合，もしくは中絶胎児から組織を摘出採取する場合，社
会庁の許可を得なければならない（臓器移植法第１２条第２項)。
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第８章臓器移植法違反
第１節臓器移植法違反
旧臓器移植法の場合，臓器移植法に違反した場合の処罰に関する規定は，
ただ単に，臓器移植法の規定に違反した場合の処罰規定の承に限定されてい
たが，現行臓器移植法では，更に臓器移植法の規定違反に加えて，摘出臓器
の取引，および取引臓器を利用しての臓器移植を行った場合の，いわゆる摘
出臓器の違法取引および売買臓器の利用に関する特別の禁止規定が新しく設
けられるに至った。
ここに臓器移植法違反とは，臓器移植法の規定に反して，生体，死体，中
絶胎児から臓器その他の生物質を摘出採取する場合のことをいう。たとえば，
臓器移植を目的として生体から臓器その他の生物質を摘出採取する場合，本
人または母親から必要な同意を得なかったり，あるいはまた生体，死体，ま
たは中絶胎児から臓器その他の生物質をを摘出採取する場合，社会庁から必
要な許可（第８条，第９条，第11条）を得なかったりした場合等のことをい
う。
必要な同意（第３条，第６条，第８条）または必要な許可を得ないで臓器
その他の生物質を摘出採取した場合，臓器移植法違反の罪として，罰金刑に
処せられる（臓器移植法第14条)。
第２節臓器売買を行った者および売買臓器の利用者に対する犯罪
現行臓器移植法の規定によれば，営利を目的として摘出された臓器その他
の生物質の売買，仲介が行われた場合，そしてまた売買の対象となった臓器
を使って臓器移植を行った場合，臓器の売買，仲介を行った者および売買臓
器を使用して臓器移植を行った者は，臓器不正取引または不正使用とに関す
る罪として，罰金または最高２年以下の懲役の処せられる（臓器移植法第１５
条)。
世界保健機構（Ｖ且rldshEilsoorganisationen＝ＷＨＯ）の勧告および'987
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年に開催されたヨーロッパ保健臓相会議（deeuropeiskahtilso-ochsjukvd
rdsministrarna）の決定を前提としたものである。既に，フィンランド，ベ
ルギー，フランス，イタリア，スペイン，イギリスでは摘出臓器の取引禁止
に関する罰則規定が制定されているが，スウェーデンでも新しい臓器移植法
の制定に際して，摘出臓器の売買および売買臓器を利用しての臓器移植に関
する処罰規定が設けられることになった（臓器移植法第15条第１項)。但し，
取引の対象が血液，毛髪，母乳，歯の場合，処罰の対象とはならない（臓器
移植法第15条第２項)。尚，犯罪の目的物となった臓器その他の生物質およ
び取引に際して授受された金銭については，そのことが相当とみなされた場
合，没収の対象となる（臓器移植法第16条)。
終わりに
前にも述べたように，わが国においても，臓器移植法の施行に伴って，い
よいよ，今年の１０月から，本格的に，脳死体を含めて人の遺体からの臓器の
摘出採取が実施されることになっている。しかし，その場合，臓器の提供者
と提供者の家族からの書面による同意が必要となっている。したがって，わ
が国臓器移植法の場合，本人に臓器提供の意思があっても，本人の家族が書
面によって，死者からの臓器の摘出採取に承諾を与えない限り，死者の臓器
提供の意思は実現されないことになる。
これまでのスウェーデン臓器移植法論議においても，脳死体を含めた人の
死体から臓器の摘出採取を行う場合，本人と同意と家族の承諾の問題は常に
論議の中心的課題として取り上げられてきたところであるが，しかし，本人
からの臓器提供の意思表示が行われている場合，家族の同意は不要とされて
いる。本人の自己決定権を尊重するためでる。
これまで，わが国では，本人が臓器提供の意思表示を行っている場合，脳
死体を含めて，人の死体から臓器を摘出採取が行われていたということであ
るが，今回の臓器移植法の制定によって，本人に臓器提供の意思があっても，
その事実を示す書面がない場合，いかにその家族が死者からの臓器摘出を承
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１２７
諾していても，臓器の摘出採取が不可能になることになる。主してや，本人
の臓器提供の意思が不明の場合においておやである。確かに，脳死体を含め
て人の死体からの臓器移植の場合，家族の同意を臓器摘出の前提条件とする
ことI土によって移植医の独断専行を防ぐことができると思うが，しかし，本
人の意思は無視されることになる。患者の自己決定権の尊重は1965年のへル
シンキ宣言以来の医学界における基本的理念となっているはずである。した
がって，もし本人が臓器提供の意思表示を行っている場合，家族の意思を本
人に意思に優先させるということは，死者の自己決定権の否定につながると
同時にまたそのことによって提供臓器の供給不足をもたらすことにもなりか
ねない。将来の改正において再考を要する点である。しかし，その場合，死
者の臓器提供の意思が不明の場合，家族の同意だけで脳死体を含めて人の死
体から臓器の摘出採取が如何にして可能となるか，家族の概念を含めて検討
してふることが必要である。と同時にまた，死者からの臓器の摘出の承なら
ず，臓器移植以外の目的で脳死体を含めた人の死体からの臓器その他の生物
質の摘出採取，更にまた，生体，中絶胎児からの臓器その他の生物質の摘出
採取についても検討して承ることが必要であるように思われる。特に未成年
者，知的障害者の生体からの臓器，その他の生物質を摘出採取する場合の要
件を考えてふる必要があると思う。
追記本稿は1996年11月26日，国士館大学比較法制政研究所主催の公開研
究会において行った研究報告に訂正加筆をしたものである。
【付録】
１．スウェーデン・新臓器移植法
［Lag(1995：831）omtransplantation］
総則（InledandebestammeIser）
第１条本法の規定は，病気，怪我の治療，またはその他，医療の目的をもって人
の生体または死体から臓器その他の生物質（organellerannatbiologisktmaterial）
を摘出採取する場合に適用される。本法において中絶胎児からの器官その他の生物質
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の摘出採取および営利を目的とした器官その他の生物質の取引および仲介の禁止に関
する規定を設ける。
第２条本法の規定は生殖細胞または生殖細胞を生産する器官の移植には適用され
ない。
本法の規定は自家移植には適用されない。
死体からの生物質の摘出採取（BioIogisktmaterialfranavlidne）
第３条死亡した者が，臓器移植（transplantation）またはその他の医療の目的
のため，自己の遺体から臓器その他の生物質を摘出採取することに同意を与えている
場合，または臓器移植，その他の医療目的をもって死者の遺体から臓器その他の生物
質を摘出採取することが死者の意思に適っているということが明らかな場合，死亡し
た者の遺体から臓器その他の生物質を摘出採取することができる。
前項に規定されている以外の場合においては，死亡した者が書面をもって，その者
の死亡後，自己の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取を拒否している場合，また
は臓器移植の摘出採取に反対の意思表示を行っている場合，もしくは別の理由から，
死亡した者の遺体から臓器の摘出採取を行うことが死者の考え方に反すると糸なされ
る場合を除いて，死者の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取を行うことができる。
死亡した者の個人的資料から，死者が臓器移植について反対の考え方をもっていた
ことが知れる場合，またはその他，臓器の摘出採取を行うことに反対する特別の事由
がある場合，死亡した者の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取を行ってはならな
い。
第４条第３条第２項の規定によって臓器その他の生物質の摘出採取が認められる
場合であっても，死者の身近にいる者（ndgonsomstdttdenavlidneniira）から反
対の意思表示が行われた場合，臓器その他の生物質の摘出採取を行ってはならない。
死者と身近な関係にある者がいる場合，その者に対して，死亡した者からの臓器移植
のため臓器の摘出採取を予定していることおよび臓器の摘出に対して拒否権をもって
いることを通知した後でなければ，死者の遺体から臓器その他の生物質の摘出採取を
行ってはならない。その通知の相手方に対しては，相当な考慮期間を与えなければな
らない。
生体からの生物質の摘出採取（Biologisktmaterialfranlevande）
第５条臓器その他の生物質の摘出採取によって，臓器その他の生物質の提供者の
生命，身体に重大な影響を及ぼすおそれがある場合，臓器その他の生物質の摘出採取
を行ってはならない。
第６条生体からの臓器その他の生物質の摘出採取は，その目的が臓器移植その他
の医療におかれている場合で，且つ本人がそのことに同意を与えた場合においての承
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１２９
これを行うことができる。摘出採取される臓器その他の生物質が再生不能の臓器また
はその他の生物質である場合，もしくは臓器その他の生物質の摘出採取によって，何
らかの形で，臓器摘出対して，重大な損害または不都合（beaktandeskadaeUer
olHgenhet）を及ぼすおそれがある場合，同意は書面をもって行われなければならな
い。
未成年者，精神障害者の生体から臓器その他の生物質の摘出採取を行う場合，第８
条の規定に従う。
第７条生体からの再生不能器官その他の生物質の摘出採取は，摘出された臓器そ
の他の生物質の提供者と摘出採取された臓器その他の生物質の提供を受ける者が血縁
関係にある場合，または特別の関係にある場合においてのみこれを行うことができる。
但し，特別の事由ある場合，上記以外の者についてもこれを行うことができる。
第８条未成年または知的障害によって同意を与えることができない者から，移植
のために臓器その他の生物質の摘出採取を行おうとする場合，臓器その他の生物質の
提供者と被提供者が血縁関係にある場合，または臓器その他の生物質の提供を受ける
者が未成年者または知的障害者以外の者から必要な臓器その他の生物質の提供を受け
ることができない場合を除いて，臓器，その他の生物質の摘出採取を行ってはならな
い。臓器提供者が未成年者（underArig）の場合，臓器その他の生物質の摘出採取に
関する同意は，未成年者の監護者（vdrdnadshavare)，特別代理人（godman）によ
って行われ，また臓器提供者が知的障害者（psykiskstOrning）の場合には，その同
意は，特別代理人または管理後見人（f6rvaltare）によって行われる。臓器提供者本
人が臓器その他の生物質の摘出採取を拒否した場合，臓器その他の生物質の摘出採取
を行ってはならない。
前項に規定する臓器その他の生物質を摘出採取しようとする場合には，社会庁の許
可（Socialstyrelsenstillstdnd）を得なければならない。摘出採取される臓器その他
の生物質が再生不能の臓器である場合，社会庁は相当の理由がない限り，その許可を
行ってはならない。許可申請は，未成年監護者，特別代理人または管理後見人よって
行われる。許可申請に際して，申請者は事前に摘出採取に関して決定権をもっている
医師から承認を得ておかなければならない。
第９条移植以外の医療目的をもって生体から臓器その他の生物質の摘出を行う場
合で，且つ摘出採取される臓器その他の生物質が再生不能の臓器その他の生物質であ
る場合，またはそのことによって臓器提供者の日常生活に重大な支障をきたす恐れが
ある場合（beaktandesvardskadaellerol2igenhetf6rgivaren)，臓器その他の生物
質の摘出採取については，社会庁の許可を得なければならない。
未成年者または知的障害によって同意を行うことのできない者に対しては，前項に
規定する臓器その他の生物質の摘出採取を行うことができない。
第10条ある者が移植またはその他の医療目的のため，自己の臓器その他の生物質
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の提供を行うとする場合，権限を有する医師は，事前に，臓器提供者に対して，臓器
提供者が第８条に規定されている未成年者または精神的障害者の場合には，未成年者
または精神的障害者の監護者，特別代理人または管理後見人に対して臓器その他の生
物質の摘出および採取の目的，方法および臓器の摘出採取によって生ずる危険性につ
いて十分な説明を行わなければならない。第６条または第８条に規定されている同意
は医師に対してこれを行う。その場合，医師は同意者が医師の説明を十分に理解して
いることを確認しなければならない。
中絶胎児からの臓器その他の生物質の摘出採取（Vavnadfrさnaborteradefoster）
第11条中絶胎児から摘出採取された臓器その他の生物質は医療のために使用する
ことができる。中絶胎児から摘出採取した臓器その他の生物質を使用しようとする場
合，事前に，母親から同意を得なければならない。同意を求める場合，医師は摘出採
取された臓器その他の生物質の使用目的について説明をおこなわなければならない。
前項に規定されている臓器その他の生物質の摘出採取を行う場合，社会庁の許可を
得なければならない。社会庁は相当と認められる場合を除いて，その許可を与えては
ならない。
決定（Beslutm.、.）
第12条本法の規定によって行われる臓器その他の生物質の摘出採取の決定は，移
植手術に対して医療責任を負う医師またはその医師から移植手術に関して，決定権を
委ねられている医師によって行われる。但し，摘出採取された臓器その他の生物質の
移植を受ける患者の担当医または摘出採取された臓器その他の生物質を他の医療目的
に利用しようとしている医師はその決定を行うことができない。移植またはその他の
医療に利用することを目的として，中絶胎児から組織を摘出採取しようとする場合，
中絶手術を行う医師または中絶手術を行う日時およびその方法を決定する医師はその
決定を行うことができない。（1996年法律第798号により改正）
本法に規定されている決定を行う場合，第８条，第９条および第１1条の規定によっ
て社会庁の許可を得なければならない。
政府または政府によって指定された行政官庁は，医師以外の医療機関の職員が本法
に規定されている医師に代わって医師の業務を行う場合の細則を定めることができる。
第13条政府または政府によって指定された行政官庁は，本法に規定されている臓
器その他の生物質の摘出採取を「医療法」［Halso-ochSjukvdrdslagen(1982:763)］
第５条に規定されている病院または医療施設内の他の部局もしくは医局において行う
ことを指示することができる。
罰則（Straffm.、.）
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１３１
第14条本法の規定に反して，故意に生体または死体から臓器その他の生物質の摘
出採取を行った者，もしくは中絶胎児から臓器その他の生物質の摘出採取を行った者
は罰金刑に処する。
第15条営利を目的として，故意に生体または死体もしくは中絶胎児から臓器その
他の生物質を摘出採取し，または摘出採取した臓器その他の生物質の売買またはその
仲介を行った者は，罰金刑または２年以下の懲役に処する。摘出採取された臓器その
他の生物質が取引の対象となっていることを知りながら，営利を目的として，その臓
器その他の生物質を移植または他の目的に利用した場合，また同様である。但し，そ
の犯罪行為が軽微な場合，その罪を免ずることができる。
摘出採取されたものが血液，毛髪，母乳および歯の場合には前項の規定は適用され
ない。
第16条本法の規定によって犯罪の対象となった臓器その他の生物質は，そのこと
が相当と糸なされる場合，その臓器その他の生物質は廃棄することができる。犯罪準
備の対象となった場合，また同様である。
異議の申し立て（Overklagande）
第18条第８条，第９条または第１1条に規定する社会庁の決定に対して異議ある場
合，普通行政裁判所に対して異議の申し立てを行うことができる。
高等行政裁判所に対して異議の申し立てを行う場合には，高等裁判所の審理許可を
受けなければならない。
１本法の規定は1996年７月１日から施行する。本法の施行と同時に旧臓器移植法
［Transpalantationslagen(1975:190)］の規定を廃止する。
２１日臓器移植法第２条に規定されている承認および第４条に規定されている許可
は本法第８条，第９条に規定されている許可と承なされる。
２．人の死の判定に関する法律
［Lag(1987:269)omkriterierf6rbestammandeavmanniskasd6d］
第１条人の死に関連する法律およびその他の法令規則の適用に際し，法律的に人
の死とは，脳の機能が完全に停止し，蘇生不能な状態に陥った場合のことをいう。
第２条死亡の判定は，医師の医学的経験に基づいて行われる。
呼吸および血液の循環が停止し，且つその状態が，脳機能の完全停止と蘇生不能が
確認された後でも継続している場合，人は死亡したものと糸なされる。
呼吸と血液循環が人工的に維持されている場合，脳検査の結果，脳の機能が完全に
停止し，蘇生の見込糸がなくなったことが確認されたとき，人は死亡したものとみな
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される。
第２ａ条死の判定が下されたとぎ，移植，または懐胎中の胎児の生命を救済する
ため，脳死者の生命を維持しておく必要がある場合，延命措置を継続することができ
る。但し，特別の事情がある場合を除いて，延命措置は24時間を超えて継続すること
ができない。（1995年法律第833号により改正）
第３条失院宣告に関しては相続法第25章の規定に従う。
３．解剖等に関する法律
［Lag(1995：832)omobduktionmm.］
総則（InIedandebestammelser）
第１条本法において解剖及びその他死亡した人の遺体に対する諸措置に関する規
定を設ける。
人の遺体に対して切開その他の処置を行おうとする者は，死者に対する礼意をもっ
てその任務を果たさなければならない。
第２条人の死については，人の死の基準に関する法律の規定に従う。
死亡証明書および死亡診断書に関する規定は，埋葬法の規定に従う。埋葬または火葬
についてもまた同様である。
第３条遺体に対して法医学的鑑定を行う必要があると承なされる場合，別の目的
をもってその死体に対する切開が行われた場合，その鑑定結果に齪酪が生ずるおそれ
あるとき，切開を行うことができない。
解剖等に関する一般規定（Gemensammabestammelseromobduktｉｏｎｍ.、.）
第４条本法において解剖とは，人の遺体を開き，体内の検査を行うことをいう。
解剖は病理学的または法医学的目的をもっていなければならない。法医学的解剖には
遺体の体外検査を含むものとする。
法医学的な遺体解剖は，遺体の外部的検査を目的とする。検査には血液検査および
その他軽微な切開を含むものとする。
第５条解剖に際し，解剖の目的を達するためにその必要がある場合，遺体から器
官その他の物質を摘出採取することができる。摘出採取された物質が検査のため長期
間保存する必要がないときは，遺体に戻さなければならない。
病理解剖（KIiniskobduktion）
第６条次の場合，病理解剖を行うことができる。
ｌ死因の確定
２死者がもっていた病気について研究の必要がある場合または死者に対して行わ
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れた治療結果を得る必要がある場合
３遺体における傷害または病気の経過を知る必要がある場合
第７条死亡した者に近親者がいる場合，解剖を行う前に，その一人に意見を聞か
なければならない。但し，その通知は，解剖が第８条または第９条の規定によって行
われる場合で，且つ解剖が行われるまでの相当期間内にその者に到達することが不可
能な場合，または近親者の所在が不明の場合を除いて，解剖の通知を行わなければな
らない。
第８条病理解剖は，死亡した者が書面をもって，自己の遺体について解剖の同意
を行っている場合またはそのことを表明している場合もしくは解剖を行うことによっ
て死者の意思を実現できると見なされる場合，病理解剖を行うことができる。
第９条第８条に規定されている場合以外に，第６条第１号に規定されている目的
のために死因を特定することが重要な意味をもっている場合，病理解剖を行うことが
できる。
第10条第６条第２号または第３号に規定されている目的を達するための解剖は，
第８条に規定されている場合を除いて，そのような解剖に対して死者の意思をＩ付度で
きない場合で，且つ死者の遺族が反対の意思表示を行わない場合，第６条第２号，第
３号に規定されている解剖を行うことができる。通知すべき者がいない場合，特別の
場合を除いて解剖を行ってはならない。
第11条病理解剖の決定は医師によって行われる。医師の承が病理解剖を行うこと
ができる。
法医学的鑑定（RattsmedicinskundersOkning）
第12条本法において法医学的鑑定（rtittsmedicinskundersOkning）とは，法医
学的解剖（rﾖttsmedicinskobduktion）または法医学的検視（rHttsmedicinsklik‐
besiktning）のことをいう。検視によってその目的を達することができない場合，鑑
定は法医学的解剖（rattsmedicinskobduktion）によって行う。
第13条次に掲げる場合，遺体に対する法医学的鑑定を行うことができる。
1．死亡が何らかの犯罪と関係している可能性があると思料される場合，または
２．死因が医療過誤による疑いがあると思料される場合で，且つ遺体の鑑定が犯罪
捜査のために欠くことのできない要素となっている場合
第14条法医学的鑑定はまた，死因が外的要因によるものと見なされる場合で，且
つ
１．死因を確定すること，また(よ
２．環境保護，労働者保護，交通安全その他それに類する利益のために特に重要な
情報を収集するため，その必要がある場合，
これを行うことができる。
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第15条死者の身元を確認する場合，法医学的鑑定を行うことができる。
第16条埋葬が行われた後，死者の死因が犯罪と関係があると思料される場合で，
且つその犯罪が懲役１年以上に刑罰に相当し，且つその鑑定が犯罪捜査のために重要
な意味をもっている，埋葬後でも遺体に対して法医学的鑑定を行うことができる。相
当な理由がある場合，それ以外の目的のために法医学的鑑定を行うことができる。
第17条法医学的鑑定は，そのことが死者または死者の遺族の意思に反してもこ
れを行うことができる。
第18条第13条乃至第１5条に規定されている法医学的鑑定に関する決定は，警察署
においてこれを行う。但し，普通裁判所または検察庁もまた，第13条第１号に規定さ
れている法医学的鑑定を決定することができる。第16条に規定されている法医学的鑑
定に関する決定は，普通裁判所においてこれを行う。
第19条そのことが明らかに不要と見なされない場合，警察署に対して，法医学的
鑑定の時間と場所を指定しなければならない。その場合，警察は警察官を立ち会せな
ければならない。
第20条法医学的鑑定は，医師によって行われる。政府または政府によって指定さ
れている行政機関は，法医学的鑑定を行う医師の資格を定めることができる。
政府または政府によって指定する行政機関は，法医学的鑑定に関する手続きおよび
鑑定結果の報告に関する書式について細則を定めることができる。
遺体に対するその他の手術（Vissaandraingrepppaavlidna）
第21条献体者本人からの書面による同意がある場合，その者に遺体を医学部の解
剖学授業における教材として利用することができる。献体者本人が別段のことが定め
ていない場合，遺体は死亡後１年間，教材として利用することができる。
第22条特別の事由がある場合，遺体は，医師または医師の指導のもとで実習また
は手術方法の改善のために用いることができる。但し，その場合，第八条に規定され
ている死者の意思と一致する場合においてのみ行うことができる。
第23条死者または死者の遺族からの反対の意思表示がある場合であっても，他人
またはその他の建造物に重大な損害を及ぼすおそれある場合，遺体に埋め込まれてい
る生物学的物質以外の物質を摘出採取するため遺体の手術を行うことができる。
前項に規定する手術は，その措置が第８条及び第１0条に規定されている方法で死者
または死者の遺族の意思に合致し，且つ遺体に埋め込まれている物質が他人の治療の
ために利用され，または学術その他の医学のために利用される場合，遺体に対して行
うことができる。
第７条及び第１1条第１号に定められている事項は，本条に規定されている手術につ
いても適用される。
第24条遺体は，衛生上の理由から，火葬または埋葬が行われるまでの間，または
スウェーデンの臓器移植法（菱木）１３５
解剖学教材としてその遺体を保存しておく必要がある場合，防腐措置を講じておかな
ければならない。
防腐措置（balsamering）はまた，埋葬法第５章第１条（５ｋａｐｌ§begravnings‐
lagen（1990：1144)）の規定によって施主からの請求がある場合においても行われる。
刑罰（Straffmm.）
第25条本法の規定に反し，故意に人の遺体に手を加えた者は，罰金刑に処す。
第26条本法に関する決定に対しては，特別の規定がある場合に限って異議の申し
立てを行うことができる。
本法の規定は1996年７月１日から実施する。本法の施行と同時に旧解剖法及び解剖
に関する規則はその効力を失う。
